
 
 
 
 

 
専門（記述式）試験問題 

 
注 意 事 項 

 
１.  問題は政治学、行政学、国際関係（2題）、思想・哲学（2題）、歴史学（2
題）、文学・芸術（2題）、公共政策（2題）、憲法、行政法、民法、商法、
刑法、民事訴訟法、国際法、経済理論、財政学、経済政策の17科目（22題、
49ページ）あります。このうち任意の2題を選んで解答してください。 

 
２.  解答時間は3時間です。 
 
３.  答案用紙の記入について 
 (ア)  答案は濃くはっきり書き、書き損じた場合は、解答の内容がはっきり分

かるように訂正してください。 
 (イ) 問題１題に１枚（両面）を使用してください。 
 (ウ) 表側の各欄にそれぞれ必要事項を記入してください。 

問題番号欄には、解答した問題の別（政治学、行政学、国際関係Ａ、国
際関係Ｂ、思想・哲学A、思想・哲学B、歴史学A、歴史学B、文学・芸
術 A、文学・芸術 B、公共政策Ａ、公共政策Ｂ、憲法、行政法、民法、商
法、刑法、民事訴訟法、国際法、経済理論、財政学、経済政策）を記入し
てください。 

 (エ) 試験の公正を害するおそれがありますので、答案用紙の切取線より下の
部分に氏名その他解答と関係のない事項を記載しないでください。 

 
４.  この問題集は、本試験種目終了後に持ち帰りができます。 
 
５.  本試験種目の途中で退室する場合は、退室時の問題集の持ち帰りはできませ
んが、希望する方には後ほど渡します。別途試験官の指示に従ってください。
なお、試験時間中に、この問題集を切り取ったり、転記したりしないでくださ
い。 

 
６.  下欄に受験番号等を記入してください。 
 

第１次試験地 
 
 

試験の区分 
 
 

受験番号 
 
 

氏    名 
 
 

 
指示があるまで中を開いてはいけません。 

 
  
 

途中で退室する場合………本試験種目終了後の問題集の持ち帰りを   希望しない 
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 政治学  

 

非民主主義国家を指す名称にはどのようなものがあるだろうか。全体主義、独裁、専制、あるいは王

制といった名称が思い浮かぶかもしれない。ナチス・ドイツやスターリン体制下のソ連を総称して全

体主義と呼ぶこともあるが、非民主主義国家の全てがこうした極端な形態をとるわけではない。現実

に存在する様々な非民主主義体制をより包括的に捉えるために今日しばしば用いられるのは、権威主

義という概念である。権威主義の定義は必ずしも定まっていないが、フランツは、「権威主義体制と民

主主義体制とを分ける際立った要因は、政府が自由で公正な選挙で選ばれるか否かである」としてい

る (エリカ・フランツ『権威主義』)。 

冷戦の終結後、1990 年代には、旧共産圏の多くの国が民主化の道を歩むかに見えた。2011 年にチ

ュニジアにおいて独裁政権が打倒されたことに端を発し、エジプトなど中東・北アフリカ諸国におい

ても民主化の波が広がった。しかし、現在、こうした諸国の中には、再び権威主義的傾向を強めつつあ

る事例も少なくない。 

 現代においては、権威主義体制と民主主義体制のいわば中間に位置するかに見える形態も存在する。

部分的には民主的な制度を備えながら、あるいは民主的であるという外観を示しながら、実質的には

独裁政治が行われている事例などがそれである。こうした体制を競争(競合)的権威主義や選挙権威主

義といった名称で呼ぶこともある。 

権威主義体制とはいかなるものかを深く理解することは、民主主義体制がいかなる条件によって維

持されているかを確認することにもつながると言えよう。 

以下の設問(1)、(2)に答えなさい。 

 

(1) 20 世紀以降の権威主義体制の国の中から二つを選び、それらの特徴を示すことで、権威主義体制

と民主主義体制とを分かつ制度的要件にはいかなるものがあるか論じなさい。 

 

(2) ある体制が民主主義的要素を後退させ、権威主義的傾向を強めることになるきっかけや要因とし

て考えられるものについて、具体例を挙げつつ論じなさい。 

 



 

 行政学  

 

 政策の立案・実施を含む行政活動は、国民から徴収した税をはじめとする財源に支えられている。そ

のため、政府が立案・実施した政策や各種行政活動が、その原資となる財源に見合う結果や成果をもた

らしたのかを自ら点検し、評価することは、政府が国民に対する説明責任を果たす上で極めて重要で

ある。このような政策・行政の成果等を点検・評価する活動は、我が国を含む各国において幅広く展開

されている。 

以下の設問(1)、(2)に答えなさい。 

 

(1) 政策・行政の成果等を点検・評価するに際して、そのよって立つ基準については、様々なものが

考えられる。先進諸国では、特に 1980 年代以降、政策・行政の成果等を点検・評価する上で重視

されるようになった基準が複数存在することが指摘されている。これらの基準の内容について、そ

れらが重視されるに至った背景や行政学における理論の動向に言及しながら、説明しなさい。 

 

(2) 我が国には、国と地方公共団体の双方において、政策・行政の成果等を点検・評価するための制

度が存在する。このうち、国で実施されている複数の具体的な制度の中から任意の二つを取り上げ、

それらを比較しながら、各々の特徴と課題について論じなさい。 

 

 



 国際関係A  

 

21 世紀を迎えた国際関係においても様々な脅威が存在し、「安全保障」に関しては、それに関わる

課題として様々な研究が行われるとともに、この概念も変容してきた歴史がある。 

そこで、①20 世紀の二つの世界大戦を経て、「戦争の違法化」との関係で整備されてきた「安全保

障」概念、並びに②冷戦終結以降の歴史文脈における脅威認識の変容に伴って現れた「安全保障」概念

に関して、それぞれの概念の内容について説明した上で、①の概念についてはその運用の変容や課題

を、②の概念についてはこれに対する評価や課題を論じなさい。 
 

 



 国際関係 B  
 

次の英文は、戦後アジア・太平洋の国際関係を専門とする研究者による著作の一部である（一部省略

又は変更している箇所がある。）。 

この英文の論点について、本文中で使用される用語を用いながら説明しなさい。その上で、冷戦期の

アジア・太平洋における日米中関係の史的展開について、その基本構図と変容に言及しつつ、論じなさ

い。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

著作権の関係のため、掲載できません。 



 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 
 
 
 
 

著作権の関係のため、掲載できません。 



 思想・哲学Ａ  

 

 ある命題（言明）が「真」とされる場合、それがなぜ「真」と言えるのか、そもそも命題（言明）が

「真である」とはどういうことか、は重要な哲学の問いである。これに関する以下の設問(1)、(2)に答え

なさい。 

 

(1) 一般に「真」とされている命題（言明）の例を三つ挙げ、それぞれが「真」とされる根拠を述べな

さい。その際、できるだけ種類が異なると思われる例を選び、関連する哲学の議論にも触れなさい。な

お、特定の哲学者の名前を挙げる必要はない。 

(2) 上記(1)の解答を踏まえつつ、そもそも命題（言明）が「真である」とはどういうことか、あなたの

考えを述べなさい。 

  



 思想・哲学Ｂ  

 

 次の文章は、20 世紀後半に哲学者ジョン=ロールズが著し、学界の内外に大きな影響を与えた作品の日

本語訳である。次の文章を読んで、以下の設問(1)、(2)、(3)に答えなさい。 

 

 真理が思想の体系にとって第一の徳 (the first virtue) 〔=何はさておき実現される価値〕であるように、

正義は社会の諸制度がまずもって発揮すべき効能 (the first virtue) である。どれほど優美で無駄のない

理論であろうとも、もしそれが真理に反しているのなら、棄却し修正せねばならない。それと同じように、

どれだけ効率的でうまく編成されている法や制度であろうとも、もしそれらが正義に反するのであれば、

改革し撤廃せねばならない。すべての人びとは正義に基づいた〈不可侵なるもの〉を所持しており、社会

全体の福祉〔の実現という口実〕を持ち出したとしても、これを蹂躙することはできない。こうした理由

でもって、 一部の人が自由を喪失したとしても残りの人びとどうしでより大きな利益を分かち合えるな

らばその事態を正当とすることを、正義は認めない。少数の人びとに犠牲を強いることよりも多数の人び

とがより多くの量の利便性を享受できるほうを重視すること、これも正義が許容するところではない。し

たがって、正義にかなった社会においては、〈対等な市民としての暮らし〉(equal citizenship) を構成す

る諸自由はしっかりと確保されている。つまり正義が保証する諸権利は、政治的な交渉や社会的な利害計

算に左右されるものではない。 誤った理論を黙認するのが許される唯一の条件は、その理論よりも優れ

たものがない場合に限られる。同じように真理と正義との類比に従うならば、さらに大きな不正義を回避

することが必要である場合にのみ、そうした不正義を容認することができる。ともに人間の諸活動が達成

すべき最重要の徳・効能であるがゆえに、真理と正義は非妥協的な性質を有する。 

 

(1) 上記文章の内容を要約しなさい。 

(2) 上記文章の主題に関してロールズが提示した原理はよく知られている。その原理を簡潔に説明しな

さい。 

(3) 上記文章に記されたロールズの見解についてあなたはどう考えるか。現代社会の現実的問題にも関

連させつつ論じなさい。 

 

  

 
 
 
 
 

著作権の関係のため、掲載できません。 



 歴史学Ａ  

 

 歴史に対する向き合い方は、様々なものが考えられる。高等学校の世界史教育に携わっている小川幸司

は、近刊の著書『世界史とは何か』（2023 年）において、歴史研究を含む人々の「歴史実践」には、次の

Ａ～Ｆの六層構造があるという見解を述べている。 

 

Ａ 【歴史実証】問題設定にもとづき、諸種の史料の記述を検討（史料批判・照合・解釈）することに

より、「事実の探究」（確認・復元・推測）を行う。 

Ｂ 【歴史解釈】事実間の原因と結果のありよう（因果関係）やつながり（連関性・構造性）、そして

比較したときに浮かび上がるありよう（類似性・相違性）について、問題設定に関わる仮説を構築す

ることにより、「連関・構造の探究」を行う。 

Ｃ 【歴史批評】その歴史解釈にもとづき、より長い時間軸やより広い空間軸においてみたときの意義

や、現代の世界に対する意義について、「意味の探究」を行う。 

Ｄ 【歴史叙述】歴史解釈や歴史批評を論理的・効果的に表現する「叙述の探究」を行う。 

Ｅ 【歴史対話】以上の営みについて事実立脚性と論理整合性にもとづいて検証を重ね、特に歴史実証

の矛盾や歴史解釈の矛盾のうえに歴史批評や歴史叙述が行われていないか、歴史批評や歴史叙述のあ

りかたが歴史実証・歴史解釈を歪めていないかなどを、他者との協働によって考察することにより、

「検証の探究」を行う。 

Ｆ 【歴史創造】歴史を参照しながら、自分の生きている位置を見定め、自分の進むべき道を選択し、

自らが歴史主体として生きることにより、「行為の探究」を行う。 

 

 以上を踏まえ、以下の設問(1)、(2)に答えなさい。 

 

(1) 歴史上の事象を任意に選び、Ａ及びＢの観点に基づきながら具体的に説明しなさい。 

(2) 上記(1)で取り上げた歴史上の事象について、(1)の解答を前提とした上で、Ｄ、Ｅ、Ｆの観点にも留 

意しつつ、主としてＣの観点から論じなさい。 

 

  

 
 
 
 
 

著作権の関係のため、掲載できません。 



 歴史学Ｂ  

 

 16 世紀前半、国内において銀需要が高まった中国には、近隣の地域から銀が大量に流入するようにな

った。現代に続く世界の一体化（＝グローバル化）が始まった時代と言われる 16 世紀後半には、新たに

遠隔地からも銀が流入すると同時に、中国を中心とする東アジア世界で国際交易が活発に行われた。17

世紀半ばまで続いたこの現象に関連して、以下の設問(1)、(2)に答えなさい。 

 

(1) 16世紀前半～17世紀半ばに中国に銀が大量に流入した背景と、銀の流入が支えた東アジアにおける

国際交易の展開について、同時代の中国の国内事情、日本を含む東アジアや東南アジアの動向及び世界

の一体化の影響を踏まえて論じなさい。 

(2) 16 世紀後半に始まる「世界の一体化」以降に、銀と同じく国際商品として盛んに取引された任意の

品を1点選び、その品が国際商品となった背景と経緯及び世界史上の意義を述べなさい。 

 

 

  



 
 
 
 
 

著作権の関係のため、掲載できません。 



 
 
 
 
 

著作権の関係のため、掲載できません。 



＊8 Laboratorium （独）実験室。 

 

(1) 上記文中の下線部(A)「fatalistischな、鈍い、陰気な感じ」とはどのようなものか、その意味すると

ころを説明しなさい。 

(2) 上記(1)の解答を踏まえた上で、主人公が上記文中の下線部(B)「本の杢阿弥説」を唱えるに至った理

由、さらにそれについてあなた自身はどのように考えるか、思うところを自由に述べなさい。 

  

著作権の関係のため、掲載できません。 



 文学・芸術Ｂ  

 

 近代美術史の代表的作品である図1、２、3について、以下の設問(1)、(2)に答えなさい。 

 

図 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 図１、２、３について、それぞれ、画家名、様式的特徴、主題などの基本的情報を記しなさい。 

(2) 図１、２、３はいずれも、伝統に対し、新たな視点を打ち出した作品である。上記(1)の解答を踏ま

え、美術における既成の価値観の転換について自由に論じなさい。 

 
 
 
 
 

著作権の関係のため、掲載できません。 



 
 

 公共政策Ａ  

近年の日本における社会的課題の一つとして継続的に発生する詐欺被害があり、政府はこの問題へ

の対策を進めてきている。参考情報１～５を参照しつつ、以下の設問（1）、（2）、（3）に答えなさい。 

 

（1） 複数の参考情報のデータを比較し、日本の詐欺問題にどのような特徴が観察されるのかについ

て、具体的に三つ説明しなさい。 

 

（2） 詐欺問題への対策を考える上では、問題の構造的要因を考慮することもできる。一般に、政府

による公共政策が要請されるときは「市場の失敗」があると言われている。その要因としては、

例えば、公共財、自然独占、情報の非対称性、負の外部性が考えられるが、①まず、これら四つの

概念について、それぞれ適切な具体例を挙げつつその内容を説明しなさい。②次に、その四つの

うちいずれが、近年の日本の詐欺問題の特徴に最も関連すると考えられるかについて、その理由

とともに説明しなさい。 

 

（3） 詐欺問題に対応する政策手段としても、いくつかのアプローチが考えられる。以下の①、②、

③のアプローチについて、それぞれのメリットとデメリットを説明しなさい。 

① 詐欺被害の拡大を抑制するために、政府は規制をより強化する。 

② 政府が詐欺に関する注意喚起を含めた情報提供を積極的に行う。 

③ インターネット上での不特定多数の対象者への情報配信の多さが問題視されることがあり、

これに対して、「オプトイン方式」の情報提供設計を義務付ける。 
  



 
 

参考情報１．詐欺 認知件数・検挙件数・検挙率の推移 

 

 

（出典）法務省「令和３年版犯罪白書」（令和３年公表） 
 

 



 
 

参考情報２．特殊詐欺 認知件数・検挙件数・検挙率の推移 

 

 

（出典）法務省「令和３年版犯罪白書」（令和３年公表） 

  



 
 

参考情報３．特殊詐欺 検挙人員の推移 

 

 

（出典）法務省「令和３年版犯罪白書」（令和３年公表） 
 

  



 
 

参考情報４．特殊詐欺 認知件数・検挙件数の推移 

 

 



 
 

 

（出典）法務省「令和３年版犯罪白書」（令和３年公表） 



 
 

参考情報５．特殊詐欺の類型 

 

 

（出典）法務省「令和３年版犯罪白書」（令和３年公表）



公共政策Ｂ  

 

たばこの喫煙については、健康への悪影響等が指摘され、社会全体の医療費を増大させることも

広く知られている。その一方で、たばこ税から得られる税収は毎年、2 兆円前後の規模であり、重要

な税源となっている。 

たばこやたばこ税に関して、参考情報１～5を参照しつつ、以下の設問(1)～(5)に答えなさい。 

 

(1) 参考情報１に示したように、たばこにかかる税負担の度合いは、ほかの財・サービスにかかる

消費税率をはるかに上回っている。その理論的な理由として何が考えられるか説明しなさい。 

(2) 参考情報２に示したように、喫煙率はとりわけ男性を中心に明確な低下傾向を示しているが、

国・地方を合わせたたばこ税収は２兆円前後の規模でほぼ安定的に推移している。その理由とし

て何が考えられるか説明しなさい。 

(3) たばこ税は国・地方双方にとって重要な税源であり、これからも維持すべきだとする主張もあ

る。この主張の妥当性を検討するためには、どのような情報が必要になるか説明しなさい。 

(4) 喫煙者は非喫煙者に比べて疾病リスクが高いにもかかわらず、公的な医療保険の保険料率に差

はないことから、喫煙者の保険料率を高く設定すべきだという主張がある。この主張について、

理由や課題などを踏まえて論評しつつ、喫煙者の保険料率をどのように設定すべきか多角的に論

じなさい。 

(5) 人々の健康増進や社会全体の医療費削減のためには、たばこの税負担をもっと高く設定すべき

だという主張がある。この主張について、理由や課題などを踏まえて論評しつつ、その他の政策

の可能性も考慮して、たばこの税負担をどのように設定すべきか多角的に論じなさい。 

 

  



参考情報１．たばこの税負担内訳（紙たばこ 1箱 580 円商品の場合） 

 

項 目 税額（円） 価格に占める比率（％） 

国たばこ税 136.0 （23.5） 

地方たばこ税 152.4 （26.3） 

  都道府県たばこ税 21.4 （3.7） 

  市区町村たばこ税 131.0 （22.6） 

たばこ特別税 16.4 （2.8） 

消費税 52.7 （9.1） 

合 計 357.6 （61.7） 

（出典）JT「たばこ税の仕組み」 

 

参考情報２．喫煙率とたばこ税収の推移 

（注）★はたばこ増税、☆は消費税増税が実施された年である。 
（出典）財務省「たばこ税に関する資料」、厚生労働省「国民健康・栄養調査」（各年）  

 

  



参考情報３．世帯所得階級別に見た喫煙率（2018 年） 

（出典）厚生労働省「国民健康・栄養調査」（2018 年） 

 

参考情報 4．世帯収入階級別に見たたばこ支出が収入に占める比率（2022 年） 

（注）総世帯ベースである。 

（出典）総務省統計局「家計調査年報」（2022 年）  



参考情報 5．学歴別に見た喫煙率（2010 年） 

①男性 

②女性 

（注）データは、厚生労働省「国民生活基礎調査」（2010）に基づく。 

（出典）田淵貴大（2016）「日本における喫煙の学歴格差」厚生労働科学研究費補助金（循環器疾

患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）『健康日本 21（第二次）の推進に関する研究 

平成 27 年度総括・分担研究報告書』 

 



 憲法  

 

 次の架空の事例について、以下の設問に答えなさい。 

 

［事例］ 

 一部のペット販売業者が、健康な育成にとって不適切な環境下で飼育された動物を消費者に販売するこ

とで、消費者の利益を害するおそれがあるとともに、動物愛護の気風に悪影響を与えるおそれがあること

に鑑み、国は令和 X 年、「動物の愛護及び管理に関する法律」（以下「法」という。）を改正して、ペット

販売業者に対する新たな規制を導入した。 

従前は、動物の販売・保管等を業として行う者として登録を受けた「第一種動物取扱業者」のうち、犬、

猫その他の環境省令で定める動物（以下「犬猫等」という。）の販売を業として営む者が犬猫等を販売す

る場合には、犬猫等を購入しようとする者に対して、あらかじめその事業所において、その犬猫等の現在

の状態を直接見せるとともに、原則として対面により書面等を用いて適正な飼養又は保管のために必要な

情報を提供しなければならない旨が定められていた（法第 21 条の 4）。今次の改正法は、これに加えて、

犬猫等の健康状態や飼育環境に関する知識等、獣医師に準ずる高度な専門的知見及び技能を持つ者が犬猫

等を販売する事業所において確保されるようにするために、愛玩動物管理士という資格を新たに設け、第

一種動物取扱業者で犬猫等の販売を業として営む者に対して、その事業所に愛玩動物管理士を常駐させ、

これに上記の書面等による情報提供を行わせることを義務付けた（以下「本件規制」という。）。なお、本

件規制の適用に当たっては、経過措置として1年間の猶予期間が定められた。 

 個人でペットショップを営む高齢のＡは、本件規制により、自分のような個人の零細な販売業者にとっ

ては、新たな資格を取得するためにペットショップの存続にも関わる過剰な負担が生じ得るし、そうでな

くても犬猫等の販売業者一般に不合理な負担が発生すると考え、本当に本件規制に従わなければいけない

のか、旧友の弁護士に相談した。その弁護士は、憲法第 22 条第 1 項との関係で本件規制の憲法適合性が

問題となり得る旨を指摘した。 

 

［設問］ 

 本件規制の憲法適合性について、本件規制を合憲と考える側の論拠及び違憲と考える側の論拠の双方に

ついて適切に言及し、また、必要に応じて判例・学説にも言及しながら、具体的に論じなさい。 

 

（参考） 

○ 憲法 

第 22条 何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有する。 

2 （略） 

 



○ 動物の愛護及び管理に関する法律（令和X年の改正前） 

 （目的） 

第 1 条 この法律は、動物の虐待及び遺棄の防止、動物の適正な取扱いその他動物の健康及び安全の保持等の動物の

愛護に関する事項を定めて国民の間に動物を愛護する気風を招来し、生命尊重、友愛及び平和の情操の涵
かん
養に資す

るとともに、動物の管理に関する事項を定めて動物による人の生命、身体及び財産に対する侵害並びに生活環境の

保全上の支障を防止し、もつて人と動物の共生する社会の実現を図ることを目的とする。 

 （基本原則） 

第 2 条 動物が命あるものであることにかんがみ、何人も、動物をみだりに殺し、傷つけ、又は苦しめることのない

ようにするのみでなく、人と動物の共生に配慮しつつ、その習性を考慮して適正に取り扱うようにしなければなら

ない。 

２ 何人も、動物を取り扱う場合には、その飼養又は保管の目的の達成に支障を及ぼさない範囲で、適切な給餌及び

給水、必要な健康の管理並びにその動物の種類、習性等を考慮した飼養又は保管を行うための環境の確保を行わな

ければならない。 

 （第一種動物取扱業の登録） 

第 10 条 動物（哺乳類、鳥類又は爬
は
虫類に属するものに限り、畜産農業に係るもの及び試験研究用又は生物学的製剤

の製造の用その他政令で定める用途に供するために飼養し、又は保管しているものを除く。以下この節から第 4 節

までにおいて同じ。）の取扱業（動物の販売（その取次ぎ又は代理を含む。次項及び第 21 条の 4 において同じ。）、

保管、貸出し、訓練、展示（動物との触れ合いの機会の提供を含む。第 22 条の 5 を除き、以下同じ。）その他政令で

定める取扱いを業として行うことをいう。以下この節（中略）において「第一種動物取扱業」という。）を営もうと

する者は、当該業を営もうとする事業所の所在地を管轄する都道府県知事（中略）の登録を受けなければならない。 

２ （略） 

３ 第 1 項の登録の申請をする者は、犬猫等販売業（犬猫等（犬又は猫その他環境省令で定める動物をいう。以下同

じ。）の販売を業として行うことをいう。以下同じ。）を営もうとする場合には、前項各号に掲げる事項のほか、同

項の申請書に次に掲げる事項を併せて記載しなければならない。 

一 販売の用に供する犬猫等の繁殖を行うかどうかの別 

二 販売の用に供する幼齢の犬猫等（繁殖を併せて行う場合にあつては、幼齢の犬猫等及び繁殖の用に供し、又は

供する目的で飼養する犬猫等。（中略））の健康及び安全を保持するための体制の整備、販売の用に供することが

困難となつた犬猫等の取扱いその他環境省令で定める事項に関する計画（以下略） 

（販売に際しての情報提供の方法等） 

第 21 条の 4 第一種動物取扱業者のうち犬、猫その他の環境省令で定める動物の販売を業として営む者は、当該動物

を販売する場合には、あらかじめ、当該動物を購入しようとする者（第一種動物取扱業者を除く。）に対し、その事

業所において、当該販売に係る動物の現在の状態を直接見せるとともに、対面（対面によることが困難な場合とし

て環境省令で定める場合には、対面に相当する方法として環境省令で定めるものを含む。）により書面又は電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつて、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）を用いて当該動物の飼養又は保管の方法、生年月日、当該動

物に係る繁殖を行つた者の氏名その他の適正な飼養又は保管のために必要な情報として環境省令で定めるものを提

供しなければならない。  



  行政法  

 

 次の事例について、以下の設問(1)、(2)、(3)に答えなさい。 

 

［事例］ 

Y 市の市庁舎には、その 1階部分に広さ 200m2ほどのロビー（以下「本件ロビー」という。）があり、

Y 市庁舎等管理規則（以下「本件規則」という。）に基づきイベント等の開催のために貸し出されている。

本件ロビーでは、過去には、NPO の活動内容の展示や Y 市の特産物の販売、貧困問題や教育格差問題に

関するシンポジウム等も開催されたことがある。 

Y 市で活動する団体 X は、国際紛争に関する写真展（以下「本件写真展」という。）を本件ロビーで開

催することを企画した。このとき、Ｘは、本件写真展は本件規則第5条第3号ないし第5号に当たる可能

性があると考え、2024年 5月 1日から7日まで、本件ロビーにおいて写真展を開催するため、同年4月

1日、庁舎管理者であるY市長に対して本件規則第6条第1項所定の許可を申請した（以下「本件申請」

という。）。本件規則第5条は、庁舎等における禁止行為を定めているが、本件規則第6条に基づく許可を

受けた場合には、許可された行為を庁舎等を使用して行うことが認められるとされている。 

X が以前Ｙ市庁舎とは異なる会場で開催した写真展では、X の構成員が拡声器を使って紛争の当事国政

府を非難する主張を宣伝したことから、同会場周辺が騒然とした雰囲気になったことがあった。このこと

を知ったＹ市長は、本件写真展の目的が本件規則第5条第6号にいう「特定の政策、主義又は意見に賛成

し、又は反対する目的」に当たり、その開催が同号に該当するとともに、Y 市の事務等に密接に関連する

とは言えないもの、かつ、X の構成員が拡声器等でその主張等を宣伝するおそれがあり、市庁舎内の事務

遂行に支障を来すものであるとして、本件申請による求めを拒否することを考えた。 

その後、Ｙ市長は、2024年4月12日、本件規則第６条第１項の定める場合に該当しないとして、本件

申請を許可しなかった（以下「本件不許可処分」という。）。 

そこでXは、本件ロビーの使用を求めて同月15日に裁判を提起することにした。 

なお、Ｘは、本件写真展はあくまで現地の被害状況等を客観的に示すものであり、特定の政策に関する

賛否を表明するものではないこと、本件写真展を平穏に開催することを計画しており、拡声器等を用いる

つもりはないこと、5 月 3 日の憲法記念日にあわせて開催することに意義があること、さらには、他の団

体が主催した貧困問題等のシンポジウム等については本件ロビーの使用が認められていることから、X に

対してその使用を認めないことは問題であると反論している。 

 

(1) Y市長は、本件不許可処分をする際に、その理由欄に「本件申請は本件規則第６条第１項の定める場

合に該当しない」としか記載しなかった。このような理由の提示は適法といえるか、検討しなさい。な

お、本件不許可処分には行政手続法が適用されるものとする。 

(2) Xは、本件ロビーの使用を求めて抗告訴訟を提起するとともに、本件写真展の開催日が迫っていたこ



とから、仮の救済を裁判所に申し立てることにした。X はどのような抗告訴訟を提起し、あわせてどの

ような仮の救済を申し立てるべきか、簡潔に説明しなさい。 

(3) 行政主体の設置管理する施設の使用許可については、①市民会館や公民館といった住民の利用に供

するための施設と、②市庁舎のように直接行政主体の公務のために用いられている施設とでは、その判

断の基準が異なっていると言われることがある。①と②の違いを踏まえ、本件ロビーがそのいずれに当

たるかを明記した上で、本件不許可処分の違法性（手続上の違法性を除く。）について検討しなさい。 

 

（参考） 

○ 地方自治法 

（公の施設） 

第 244 条 普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供するための施設（これを公の施設

という。）を設けるものとする。 

２ 普通地方公共団体（次条第 3 項に規定する指定管理者を含む。次項において同じ。）は、正当な理由がない限り、

住民が公の施設を利用することを拒んではならない。 

３ 普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取扱いをしてはならない。 

 

○ Y市庁舎等管理規則 

(用語の意義) 

第２条 この規則において「庁舎等」とは、本市の事務又は事業の用に供する建物及びその附属施設並びにこれらの

敷地(直接公共の用に供するものを除く。)で、市長の管理に属するものをいう。 

(禁止行為) 

第５条 何人も、庁舎等において、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 物品の販売、寄附の募集、署名を求める行為その他これらに類する行為 

(2) 拡声器を使用する等けん騒な状態を作り出す行為 

(3) 旗、のぼり、プラカード、立看板等を持ち込む行為 

(4) ちらし、ポスターその他の文書又は図面の掲示又は配布 

(5) テントその他の仮設工作物等の設置 

(6) 特定の政策、主義又は意見に賛成し、又は反対する目的で行う示威行為 

(7) 立入りを禁止している区域に立ち入る行為 

(8) 前各号に掲げるもののほか、庁舎管理者が庁舎等の管理上支障があると認める行為 

(許可行為) 

第６条 前条の規定にかかわらず、庁舎管理者は、同条第 1 号から第 7 号までに掲げる行為について、本市の事務又

は事業に密接に関連する等特別な理由があり、かつ、庁舎等の管理上特に支障がないと認めるときは、当該行為を

許可することができる。 

2 庁舎管理者は、前項の規定による許可の際、必要な条件を付けることができる。 

3 第 1 項の規定による許可を受けようとする者は、あらかじめ庁舎等行為許可申請書を庁舎管理者に提出しなければ

ならない。  



 民法  

 

次の設問(1)、(2)に答えなさい。 

 

(1) Ａは、親から相続により甲土地の所有権を取得し、その旨の登記を備えたものの、自ら甲土地を使

用する予定がなかったため、甲土地を売却することを検討していた。Ａの古くからの知人であるＢが、

そのことを聞きつけて、甲土地の売却をＢに任せてほしいとＡに持ち掛けてきた。Ｂに不動産取引の経

験があることを知っていたＡは、Ｂに甲土地の売却を任せることにし、令和４年９月２日、その旨を記

載した委任状、甲土地の登記識別情報通知書の写し、及び、Ａの実印をＢに交付した。 

  Ｂは、甲土地の代金を受け取って当該代金を自身の借金の弁済に充てることを考えていたが、その目

的を隠したまま、Ａから交付された委任状をＣに提示し、Ｃとの間で甲土地の売買に関する交渉を進め

た。交渉の際、Ｃは、Ｂが借金を抱えていることを知っていた。令和４年 10 月３日、Ｂは、Ａを代理

して、Ｃとの間で、甲土地を2000万円で売る契約（以下「本件売買契約」という。）を締結した。同日

に、代金の支払がされ、Ｃへの甲土地の引渡し、及び、ＡからＣへの所有権移転登記もされた。その後、

Ｂは、Ｃから受け取った代金をＢ自身の借金の弁済に充ててしまった。令和４年 11 月１日になって、

Ａは、ＢがＣから受け取った代金をＢ自身の借金の弁済に充てる目的で本件売買契約を締結したことを

知った。 

  以上の事実を前提として、次の問１に答えなさい。 

問１ 令和４年 11 月以降、Ａは、Ｂに連絡をとることができなくなっている。令和４年 12 月５日、Ａ

は、Ｃに対して、甲土地の明渡し、及び、ＡからＣへの所有権移転登記の抹消登記手続を請求した（以

下「請求１」という。）。請求１が認められるかについて、論じなさい。 

 

 上記の事実に加え、以下の事実があった。 

  Ａは、ＢがＣから受け取った代金をＢ自身の借金の弁済に充てる目的で本件売買契約を締結したこと

を知った令和４年 11 月１日に、甲土地についてＡからＣへの所有権移転登記がされた事実も知ったも

のの、１年にわたり当該登記をそのままにしていた。令和５年 11 月１日、Ｃは、自らの事業の運転資

金としてＤから 1000 万円を借り入れ、ＣのＤに対する債務を担保するために、甲土地に抵当権を設定

し、同日、その旨の登記がされた。Ｄは、当該抵当権の設定を受けた時、Ｃが甲土地の所有権の登記名

義人であることから、Ｃが甲土地の所有者であると信じていた。 

 以上の事実を前提として、次の問２に答えなさい。 

問２ 令和５年 12 月４日、Ａは、Ｄのための甲土地の抵当権設定登記の抹消登記手続を請求した（以下

「請求２」という。）。仮に、ＡがCに対して令和４年12月5日の時点で請求1をしていたのであれば

当該請求が認められていたとした場合に、請求２が認められるかについて、論じなさい。 

 



(2) Ａは、幼稚園児（４歳９か月）であり、親であるＢと公園に遊びに来ていた。Ａは、Ｂが目を離し

た隙に、公園に隣接する敷地で進められていた甲建物の改修工事（以下「本件工事」という。）の現場

に入っていった。その時、本件工事のために設置されていた足場が崩れ、落下してきた鉄骨がＡの右腕

に当たった。Ａは右腕を骨折する重傷を負い、搬送された病院で治療を受けた。 

  Ａの事故の時点における、甲建物とその敷地の所有者はＣである。Ｃは、建設業者Ｄに依頼して本件

工事を進めていたが、Ｄの資金繰りが悪化して本件工事を続けることができなくなったため、Ａの事故

の２か月前に、ＣとＤは本件工事に関する契約を合意解除していた。その後、本件工事は止まったまま

になっており、甲建物の敷地に人の出入りはほとんどない状態であった。Ａの事故があった時、甲建物

の敷地の周りには、本件工事関係者以外の者の立入りを防ぐために、高さ３メートルのフェンスが設置

されていたが、その扉の鍵が壊れていて、幼稚園児でも力を入れて押せば扉が開く状態になっており、

Ａはその扉から甲建物の敷地に入っていた。 

 

 以上の事実を前提として、次の問いに答えなさい。 

Ａは、Ｃに対して、事故によるけがの治療費の賠償を請求した（以下「請求３」という。）。請求３が

認められるかについて、Ｃからの反論を考慮しつつ論じなさい。Ｃからの反論を検討するに当たっては、

賠償額の減額が認められるべきであるというＣの主張の当否についても、論じなさい。 

 

  



 商法  

 

 次の事例について、以下の設問(1)、(2)に答えなさい。 

 

［事例］ 

 甲株式会社（以下「甲社」という。）は、会社法上の公開会社であり、監査役会設置会社である。甲社

は、北海道において乳製品の製造販売業を営んでおり、甲社の旭川工場で製造したアイスクリーム等の乳

製品を主に札幌市内のスーパーマーケット、コンビニエンスストア等に販売している。 

令和３年１月、甲社は、首都圏への事業の進出を計画し、コンサルティング会社にその計画の立案を委

託し、委託料として300万円を支払った。 

甲社の取締役であるＡは、令和４年１月、Ａの名義及び計算において、神奈川県において乳製品の製造

販売業を営む乙株式会社（以下「乙社」という。）の発行済株式の全部を取得した。Ａは、乙社株式の取

得に際し、甲社の取締役会において、「乙社の株式を取得したので、今後は乙社の経営に積極的に関与す

る。」旨を報告したところ、他の取締役からは特段の異議が述べられなかった。その際、Ａは、乙社が乳

製品の製造販売業を営む会社であることは説明したが、乙社の規模・取引範囲・業績等については全く説

明していなかった。 

Ａは、乙社の役員に就かなかったが、令和４年４月、乙社の特別顧問に就任し、同月以降、乙社の事業

を事実上指揮しており、乙社から月額80万円の顧問料を支給されている。 

Ａは、令和４年５月、甲社における乳製品製造のノウハウを得るため、直属の部下であった甲社の旭川

工場長Ｂをはじめとする乳製品製造のノウハウを有する従業員 10 名（以下「Ｂら」という。）を甲社から

引き抜き、乙社に転職させた。Ａによる引き抜き行為は極秘に行われ、Ｂらの退職時期が甲社に予告され

ることがなかったため、Ｂらの突然の退職により、甲社の旭川工場は２週間の操業停止を余儀なくされ、

商品の出荷が滞り、甲社は、1,000 万円相当の売上げを得ることができず、400 万円相当の営業利益を失

った。 

その後、乙社は、Ａの指揮により、甲社と取引関係にあった大手コンビニエンスストアチェーンを展開

する丙株式会社と業務委託契約を締結し、首都圏のコンビニエンスストアへの乳製品の販売を開始したこ

とにより、令和４年の事業年度（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）における乙社の当期純

利益は、前年度に比べて１億円増加した。 

令和５年４月、甲社は、乙社が首都圏で販売している乳製品が甲社の主力製品に類似していること、及

び乙社の売上げが倍増していること等を知り、首都圏への事業の進出を断念した。 

 

(1) 甲社は、Ａが乙社事業を事実上指揮したことにより、首都圏への事業の進出を断念せざるを得なく

なったとして、令和５年４月時点において、Ａの甲社に対する会社法上の損害賠償責任を追及したい



と考えている。Ａが負担すべき賠償責任額に留意しながら、甲社の立場において考えられる主張及び

その当否について論じなさい。 

 

(2) 甲社は、ＡがＢらを甲社から乙社に引き抜いた行為につき、令和５年４月時点において、Ａの任務

懈怠に基づく甲社に対する会社法上の損害賠償責任を追及したいと考えている。Ａが負担すべき賠償

責任額に留意しながら、甲社の立場において考えられる主張及びその当否について論じなさい。 

 

（参考） 

民法 

（受任者の注意義務） 

第644条 受任者は、委任の本旨に従い、善良な管理者の注意をもって、委任事務を処理する義務を負う。 

 

会社法 

（株式会社と役員等との関係） 

第330条 株式会社と役員及び会計監査人との関係は、委任に関する規定に従う。 

（忠実義務） 

第 355 条 取締役は、法令及び定款並びに株主総会の決議を遵守し、株式会社のため忠実にその職務を行わなければ

ならない。 

（競業及び利益相反取引の制限） 

第 356 条 取締役は、次に掲げる場合には、株主総会において、当該取引につき重要な事実を開示し、その承認を受

けなければならない。 

一 取締役が自己又は第三者のために株式会社の事業の部類に属する取引をしようとするとき。 

二・三 （略） 

２ （略） 

（競業及び取締役会設置会社との取引等の制限） 

第365条 取締役会設置会社における第356条の規定の適用については、同条第１項中「株主総会」とあるのは、「取

締役会」とする。 

２ 取締役会設置会社においては、第 356 条第１項各号の取引をした取締役は、当該取引後、遅滞なく、当該取引に

ついての重要な事実を取締役会に報告しなければならない。 

（役員等の株式会社に対する損害賠償責任） 

第 423 条 取締役、会計参与、監査役、執行役又は会計監査人（中略）は、その任務を怠ったときは、株式会社に対

し、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。 

２ 取締役又は執行役が第356 条第１項（中略）の規定に違反して第356条第１項第１号の取引をしたときは、当該

取引によって取締役、執行役又は第三者が得た利益の額は、前項の損害の額と推定する。 

３・４ （略）  



 刑法  

 

X は、出身中学校の先輩・後輩関係を基軸とした暴走族を統率しているリーダーであるが、メンバーの

A・B・C が抜けて新しいグループを形成し、勢力を伸ばしたことに立腹して、メンバーY に対し、「A の

バイクを壊せ。」「B と C のバイクも使えなくしろ。」「全部燃やしてしまえ。」などと指示を出した。その

ことを Y から聞いたメンバーZ は、「X の指示に従わなければ何をされるか分からない。自分が燃やして

くるから、ガソリンを用意してほしい。」と言って、Yからガソリンを受け取った。 

Z が、まず、A宅に行くと、Aはちょうどバイクで出かけるところであった。Zが尾行すると、Aは郊

外のショッピングモールの駐車場にバイクをとめて、モールの中に入っていった。そこで、Z は、ちょう

ど人通りが切れたタイミングで、持参したガソリンの一部を手早くAのバイクの全体にかけると、ライタ

ーでこれに火をつけてその場を離れた。炎は２メートルほどの高さに達し、建物に延焼する危険は生じな

かったものの、隣にとめてあった２台のバイクに延焼する可能性はあり、仮に延焼したとすると爆発的な

燃焼に及ぶ危険があった。火は警備員によって消し止められたが、A のバイクのサドル部分が焼け落ちた。 

Z は、次に、B 宅に向かった。B は集合住宅に住んでおり、バイクを屋外の駐輪場に置いていた。そこ

で、Zは、持参したガソリンの一部を Bのバイクの全体にかけると、ライターでこれに火をつけてその場

を離れた。Z は、住宅の建物の外壁とバイクとが約１メートル離れていたことから、住宅部分にまで延焼

することはないと考えていたが、風にあおられた炎が建物に達し、建物の裏口に設置された木製のひさし

が焼け落ちた。 

Zは、さらに、C宅に赴いた。一軒家に居住するCは、母屋から遠く離れた車庫の中にバイクを保管し

ていた。そこで、Z は、シャッターを開けて車庫に入ると、「車庫の中でバイクを燃やせば、車庫も燃え

るだろうが、それでも構わない。」と思いながら、持参したガソリンの残りを全て C のバイクの全体にか

け、これまでと同様にライターで火をつけようとした。ところが、移動中に落としたようで、ライターは

見当たらなかった。そこで、新たなライターを入手してきた上で改めて着火することにして、一旦、車庫

のシャッターを閉めてその場を離れた。その後、Z が近くのコンビニエンスストアでライターを購入して

いる間に、C 宅の車庫の中でガソリンが気化して充満し、そこに静電気から火がついて爆発が生じ、Ｃの

バイクと車庫が全焼した。 

なお、X は、A・B・C のバイクが使えなくなればそれでよく、その方法は火をつけて燃やすことに限

定されるとは考えておらず、仮に燃やすとしても、その場所が具体的にどのような状況であり得るのか等

については全く考えていなかった。 

X及びZの罪責を論じなさい（住居侵入罪及び特別法違反の点は除く。）。 

 

 

 

 



（参考） 

○ 刑法 

（現住建造物等放火） 

第108条 放火して、現に人が住居に使用し又は現に人がいる建造物、汽車、電車、艦船又は鉱坑を焼

損した者は、死刑又は無期若しくは5年以上の懲役に処する。 

（非現住建造物等放火） 

第109条 放火して、現に人が住居に使用せず、かつ、現に人がいない建造物、艦船又は鉱坑を焼損し

た者は、2年以上の有期懲役に処する。 

２ 前項の物が自己の所有に係るときは、6月以上7年以下の懲役に処する。ただし、公共の危険を生じ

なかったときは、罰しない。 

（建造物等以外放火） 

第110条 放火して、前2条に規定する物以外の物を焼損し、よって公共の危険を生じさせた者は、1年

以上10年以下の懲役に処する。 

２ 前項の物が自己の所有に係るときは、1年以下の懲役又は10万円以下の罰金に処する。 

（延焼） 

第111条 第109条第2項又は前条第2項の罪を犯し、よって第108条又は第109条第1項に規定す

る物に延焼させたときは、3月以上10年以下の懲役に処する。 

２ 前条第2項の罪を犯し、よって同条第1項に規定する物に延焼させたときは、3年以下の懲役に処す

る。 

（未遂罪） 

第112条 第108条及び第109条第1項の罪の未遂は、罰する。 

（予備） 

第113条 第108条又は第109条第1項の罪を犯す目的で、その予備をした者は、2年以下の懲役に処

する。ただし、情状により、その刑を免除することができる。 

  



 民事訴訟法  

 

次の事例について、以下の設問(1)～(4)に答えなさい。 

 

［事例］ 

Ｘは、妻Ｙを代理人として甲土地をＡから購入する売買契約（以下「本件契約」という。）をＡと締結

し、甲土地の所有者となったつもりでいたが、Ｙが、甲土地上に乙建物を建築・所有し、甲土地を占有し

ているため、Ｙを詰問したところ、Ｙから、自分は本件契約をＸのためでなく本人として締結したもので

あり、甲土地の所有者となったのは自分であるとの主張を受けた。そこでＸは、Ｙを被告として、甲土地

所在地を管轄する地方裁判所に、甲土地の所有権確認の訴え（以下「本件前訴」という。）を提起した。

本件前訴の提起に当たりＸが裁判所に提出した訴状には、請求の趣旨として「Ｘが甲土地の所有権を有す

ることを確認する、との判決を求める」との記載があったが、請求の原因の記載はなかった。本件前訴の

提起を受けた受訴裁判所の担当書記官は、裁判長からの指示を受け、Ｘに対して、どのような理由でＸ自

身が甲土地の所有者であると主張するのか尋ねたところ、Ｘは「本件契約の締結についてＸから代理権の

付与を受けたＹが、Ｘのためであることを示して、元々甲土地を所有していたＡと本件契約を締結したた

めである」旨応答した。そこで、担当書記官が、Ｘにその内容を訴状に記載するように求めたところ、Ｘ

はこれを拒絶した。担当書記官はその事実を裁判長に伝えた。 

 

(1) 判決と命令の共通点と相違点について説明しなさい。 

(2) 受訴裁判所の裁判長として、命令により訴状を却下すべきか否かについて、論じなさい。ただし、

訴状の送達に必要な費用の予納はなされており、必要な提訴手数料の納付もなされているほか、必要

な甲土地の登記事項証明書が訴状に添付されていたものとする。  

 

［事例（続き）］ 

Ｘは、担当書記官から再度訴状の記載の訂正を求められたほか、確認判決だけでは明渡しの強制執行は

できない旨の指摘を受けたこともあり、訴状却下について裁判長が判断を出す前に、請求の趣旨を「Ｙは、

Ｘに対し、乙建物を収去して甲土地を明け渡せ、との判決を求める」と変更し、また、請求の原因として、

「甲土地は元々Ａが所有していた。Ｙが、Ｘのためであることを示して、Ｘから代理権を付与された上で

Ａから甲土地を購入する本件契約を締結した。Ｙは甲土地上の乙建物を所有することにより甲土地を占有

している。よって甲土地の所有権に基づき、Ｙに対して乙建物を収去して甲土地を明け渡すよう求める」

と記載した訴状（以下「本件訴状」という。）を再提出した。 

ＸとＹの婚姻は破綻し、ＹがＸと共に生活していた住居から転出し、現在両者は別居状態にある。Ｘは、

Ｙの現在の住所地を知っていたが、知らないことにして訴状を公示送達により送達させ、Ｙの知らないう

ちに請求認容判決を得ることを企図していた。そこでＸは、「Ｙとの婚姻は破綻しており、現在別居状態



にある。Ｙの最初の転出先は分かるが、Ｙはそこからも転居し、現住所は伝えられていない。住民票も最

初の転出先のままになっている。就業先も分からない。携帯電話の番号やメールアドレス等も変更され、

乙建物も空家状態であるため、全く連絡が付かない状態である」旨を記載した住居所等調査報告書を裁判

所に提出した。担当書記官は、Ｙの最初の転出先に対する交付送達や補充送達を試みたが奏功しなかった

ため、最終的に、本件訴状を公示送達によりＹに対して送達した。Ｙ欠席のまま本件前訴は進行し、Ｘの

請求を認容する判決（以下「本件判決」という。）が出た。本件判決も公示送達によりＹに対して送達さ

れ、Ｙの控訴なく確定した。 

その後、Ｘは本件判決を債務名義として、Ｙに対する乙建物収去甲土地明渡しの強制執行（以下「本件

執行」という。）の申立てをした。ここに至って本件前訴と本件判決の存在を知ったＹは、構想している

新事業のために乙建物を必要としていたため、やむを得ず500万円を支払い、Ｘに本件執行を取り下げて

もらった。その後、Ｙは、知人から、支払った500万円を取り戻せるかもしれないとのアドバイスを受け

た。そこでＹは、Ｘを被告として、ＸがＹの住所を知らないと担当書記官に嘘をついて公示送達により本

件訴状を送達させ、Ｙの知らないうちに本件判決を騙取し、もってＹに500万円の出捐を強いたものであ

り、これは不法行為を構成するとして、不法行為に基づく損害賠償として 500 万円の支払を求める訴え

（以下「本件後訴」という。）を提起した。本件後訴の口頭弁論期日において、Ｘは、確定した本件判決

がある以上、受訴裁判所は、本件後訴について、証拠調べをすることなく請求を棄却する判決を出すべき

である、と主張した。 

 

(3) Ｘの主張の論拠を説明しなさい。 

(4) Ｙの立場から、Ｘの主張に対して反論しなさい。 

 

（参考） 

民事訴訟法 

 （訴え提起の方式） 

第134条 訴えの提起は、訴状を裁判所に提出してしなければならない。 

２ 訴状には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 当事者及び法定代理人 

二 請求の趣旨及び原因 

（裁判長の訴状審査権） 

第 137 条 訴状が第 134 条第２項の規定に違反する場合には、裁判長は、相当の期間を定め、その期間

内に不備を補正すべきことを命じなければならない。民事訴訟費用等に関する法律（昭和四十六年法律

第四十号）の規定に従い訴えの提起の手数料を納付しない場合も、同様とする。 

２・３ （略） 

 



 民事訴訟規則 

（訴状の記載事項・法第百三十四条） 

第 53 条 訴状には、請求の趣旨及び請求の原因（請求を特定するのに必要な事実をいう。）を記載するほ

か、請求を理由づける事実を具体的に記載し、かつ、立証を要する事由ごとに、当該事実に関連する事

実で重要なもの及び証拠を記載しなければならない。 

２～４ （略） 

 

  



 国際法  

 

次の架空の事例について、以下の設問に答えなさい。 

 

［事例］ 

P島においては、19世紀以来、島全体を領域とするP国が成立していた。ところが、1940年代からの

内戦を経て、1950 年代初頭に、P 島の半分において「Q 国」政府が、残りの半分において「R 国」政府

が、それぞれ支配を確立し、現在に至っている。両「国」政府とも、P 島の全体が自「国」領であって、

自「国」こそが P 国の承継国家である、と主張している。世界各国は、1980 年代までは「Q 国」か「R

国」かのいずれかのみを国家として承認していたが、1990 年代から両方を国家として承認する国が増え、

1995 年には両国が同時に国際連合加盟を果たしている。しかし、A国は、「R国」のみを国家として承認

し、「Q国」を国家として承認しないことを明言している。もっとも、「Q国」及び「R国」の国連加盟を

承認した国連総会決議は、A国も出席する中、コンセンサスで採択されている。 

2020年に、A国において、私人Xと私人Yとが別々に「Q国」を相手取って不法行為損害賠償訴訟を

提起した。Xは、A国のα市において「Q国」の諜報機関に身柄を拘束され、「Q国」に強制連行された

後、脱出して A 国に帰国した、と主張した。Y は、A 国のβ市において身柄を拘束されたと主張する点

を除き、ほぼ同様の事実関係に基づく主張を行った。いずれの訴えについても、「Q 国」政府は主権免除

を理由に出廷しない旨表明した。 

α 市の第一審裁判所は、「Q 国」は国際法上の国家であるとして主権免除に関する慣習国際法規則の適

用を認め、さらに、本件身柄拘束と強制連行とはいずれも国家の主権的行為であるとして「Q 国」に免除

を認め、Xの訴えを退けた。Xは上訴したが、第二審裁判所も同様の判決を下した。Xは、A国の最上級

裁判所に上訴した。 

β 市の第一審裁判所も、α 市の第一審裁判所判決と同様の理由に基づき、Y の訴えを退けた。ところ

が、Y の上訴を受けて審理した第二審裁判所は、「Q 国」は A 国政府により国家として承認されていない

ため主権免除は享有せず、いずれにせよ、本件身柄拘束や強制連行は国家の主権的行為ではなく、さらに、

本件身柄拘束や強制連行につき主権免除を与えることは市民的及び政治的権利に関する国際規約第 14 条

に反するため認められないと述べ、「Q国」に損害賠償を命じた。「Q国」は、第二審裁判所判決まで手続

に参加していなかったが、この判決を受けて、主権免除を主張してA国の最上級裁判所に上訴した。 

A 国は、主権免除に関する法律を制定していない。A 国の裁判所は、慣習国際法及び条約の直接適用を

認める判例法を確立している。 

また、A国と「Q国」とのいずれも「国及びその財産の裁判権からの免除に関する国際連合条約」を批

准しているが、2024年4月現在、同条約は発効していない。A国は、「市民的及び政治的権利に関する国

際規約」の当事国である。 

 



［設問］ 

以下の（1）、（2）の主張が両事件の最上級裁判所でされたとする。それぞれの主張について、その妥当

性を論じなさい。 

 

(1) 「Q国」はA国政府により国家として承認されていないため主権免除を享有しない。 

 

(2) 仮に「Q 国」が A 国において主権免除を享有するとしても、本件身柄拘束及び強制連行については

「Q国」に主権免除を認めることができない。 

 

（参考） 

○ 国及びその財産の裁判権からの免除に関する国際連合条約（国連国家免除条約）（未発効） 

第８条 裁判所における裁判手続への参加の効果 

１ （略） 

２ いずれの国も、次の(a)又は(b)のことのみを目的として、裁判手続に参加し、又は他の措置をとる場

合には、他の国の裁判所による裁判権の行使について同意したものとは認められない。 

(a) 免除を援用すること。 

(b) （略） 

3・4 （略） 

第12条 身体の傷害及び財産の損傷 

 いずれの国も、人の死亡若しくは身体の傷害又は有体財産の損傷若しくは滅失が自国の責めに帰する

とされる作為又は不作為によって生じた場合において、当該作為又は不作為の全部又は一部が他の国の

領域内で行われ、かつ、当該作為又は不作為を行った者が当該作為又は不作為を行った時点において当

該他の国の領域内に所在していたときは、当該人の死亡若しくは身体の傷害又は有体財産の損傷若しく

は滅失に対する金銭によるてん補に関する裁判手続において、それについて管轄権を有する当該他の国

の裁判所の裁判権からの免除を援用することができない。ただし、関係国間で別段の合意をする場合は、

この限りでない。 

 

○ 市民的及び政治的権利に関する国際規約（自由権規約） 

第 14条 

１ すべての者は、裁判所の前に平等とする。すべての者は、その刑事上の罪の決定又は民事上の権利及

び義務の争いについての決定のため、法律で設置された、権限のある、独立の、かつ、公平な裁判所に

よる公正な公開審理を受ける権利を有する。（以下略） 

2～7 （略） 



経済理論  

 

次の(1)、(2)の問いに答えなさい。ただし、(1)は答案用紙の表側に、(2)は答案用紙の裏側にそれ

ぞれ解答しなさい。 

 

(1) 2 財を消費するある消費者の効用関数が、 ( , ) = ( )  
 で示されるとき、以下の設問①～⑥に答えなさい。 

  ただし、第 財( = 1,2)について、 はその消費量、 はその価格を表し、また、 は所得を表す。 

 

① ( , , ) = (1,2,16)のとき、第 1財の最適消費量を求めなさい。 
 

② ①の状況から第 1 財の価格が ̅ = 8に変化したとき、第 1 財の最適消費量の変化を求めなさ

い。 

 

③ 価格の変化に際しても消費者が元の効用水準を維持するために必要となる、最小限の所得の

変化分を何というか。 

 

④ ①から②に状況が変化したときの③の値を求めなさい。 

 

⑤ ②で求めた第 1財の最適消費量の変化を代替効果と所得効果に分解しなさい。 

 

⑥ ①から②に状況が変化したとき、第 1財についての消費者余剰の変化を求めなさい。 
 なお、自然対数の微分の公式である =  を用いてよい。 

 

  



(2) 投資に関する以下の設問①、②に答えなさい。 

 

① ある国の経済は国内の民間部門のみで成り立っており、生産を 、消費を 、投資を とすると、

以下のように示される。 = +              = + ̅  (0 < < 1, ̅ > 0) 
 

  この国には、2 種類の投資機会 L、H が、それぞれ 、 だけ存在している。これらの投資は

収益のみが異なり、1単位の投資に対して、それぞれ = 0.1、 = 0.3の実質収益が、翌年以降、
永続的に得られるものとする。また、投資は限界効率理論に従うものとする。 

  このとき、以下の設問(ⅰ)、(ⅱ)、(ⅲ)に答えなさい。 

 

(ⅰ) 実質利子率 が、 = 0.05、 = 0.4のときの生産 をそれぞれ求めなさい。 

 

(ⅱ) この経済における IS 曲線を図示しなさい。ただし、実質利子率 を縦軸に取り、IS 曲線の

形状を定める数値を縦軸や横軸に書き入れること。 

 

(ⅲ) この国の中央銀行が実質利子率を = 0.2に保つよう金融政策を運営しているとする。 か

のどちらか一方が増加するとき、増加した投資のタイプに応じて、生産 の変化はどのよう

に異なるか説明しなさい。 

 

  



② 企業の投資行動をより細かく分析するため、2 期間モデル( = 1,2)で企業の最適な設備投資を
考える。 

  ある企業は資本 のみを用いて生産を行い、その生産関数 は以下のように示される。 =  

  この企業は、第 1 期に所与の を用いて生産を行い、その売上の一部で投資 を行うものとす

る。投資は最終財を用いて行われ、最終財価格が常に1であるとすると、各期の利潤 は以下の

ように示される。 = − − ( , ) = + (1 − )     
 ここで、 ( , )は投資の調整費用であり、以下のように示される。 

( , ) = 12 −  

 また、δ (0 < < 1)は資本減耗率、 の最後の項(1 − ) は残存資本の売却額である。 

  いま、利子率 が一定であるとすると、企業価値を最大化する企業の投資決定問題は以下のよ

うに示される。 

max,  + 1 +  s. t.  = − (1 − )      [1] 
  このとき、以下の設問(ⅰ)～(ⅳ)に答えなさい。 

 

(ⅰ) 第 1 期の利潤 の式から、投資 の限界費用を導出しなさい。 

 

(ⅱ) 最適な投資は、投資の限界価値と限界費用が等しくなるところで決まる。投資の限界価値

を （「トービンの限界 」と呼ぶ）とすると、この企業が投資を行う（ > 0となる）とき、
がどのような値を取るか説明しなさい。 

 

(ⅲ) 式[1]を について最大化すると、最適条件として次の式[2]が得られる。 

1 + − = 1 + (1 − )1 +      [2] 
 (ⅱ)の結果と式[2]から、最適な投資が行われているときには、 = 11 +      [3] 
 が満たされることを示しなさい。ただし、導出過程を記述すること。 

 

(ⅳ) トービンの限界 が式[3]に一致することの意義を簡潔に説明しなさい。  



財政学  

 

次の(1)、(2)、(3)の問いに答えなさい。ただし、(1)及び(2)は答案用紙の表側に、(3)は答案用紙

の裏側にそれぞれ解答しなさい。 

 

(1) 総需要が、消費 、投資 、政府支出 、純輸出 からなるマクロ経済の短期モデルを考える。

消費 、投資 は以下のように示される。 = 20 + 0.6( − ) = 12 − 10     
 ここで、 は国民所得、 は税収、 は利子率を表す。政府支出 と税収 は独立であり、純輸出

は海外の需要の変化のみによって変動するものとする。また、価格は一定であり、総生産は総需

要によって決まるものとする。 

  このとき、以下の設問①～④に答えなさい。ただし、設問①、②、③において、利子率は =0.2で一定であると仮定する。 
 

① 政府が3兆円の政府支出増と２兆円の増税を同時に行うとき、国民所得の変化を求めなさい。 

 

② 課税方法が、外生的なショックが引き起こす景気変動の安定化にどのように関わっているか

について考える。所得に対して一括固定税 を課す場合を選択肢 A、租税関数 = 15 + 0.1 で示
される税を課す場合を選択肢 B とする。純輸出 の変動が引き起こす国民所得 の変動をでき

るだけ安定化させる観点から、どちらの選択肢が優れているか、理由も含めて説明しなさい。

ただし、当初の国民所得は選択肢A、Bいずれの場合でも同じであるとする。 

 

③ 課税方法について、②の選択肢 B における租税関数 = 15 + 0.1 を仮定する。 = 20兆円、= 5兆円であるとき、税収の所得弾力性を求めなさい。 
 

④ 利子率は一定ではないと仮定する。また、 は一括固定税であるとする。貨幣市場を均衡させ

る国民所得 と利子率 の組合せは以下のように示される。 0.2 − 55 = 0 
  当初、 = 20兆円、 = 2兆円、 = 20兆円であった。純輸出 が10兆円増加したとき、

財市場と貨幣市場を同時に均衡させる利子率の変化を求めなさい。 

 

  



(2) 同質な財を生産する企業 A、企業 B を考える。どちらの企業も市場においてプライス・テイカ

ー（価格受容者）であり、財の価格は 50 で一定である。また、どちらの企業も、生産を行うこと

によって排水を出し、川の水を汚染し、もう一方の企業に対して水質を維持するための費用を発

生させる。 

  企業 Aの生産量を 、企業 Bの生産量を とすると、企業Aの費用関数 及び企業 Bの費用関

数 は以下のように示される。 

= 2 + 10     

= 2 + 5 + 10  

  このとき、以下の設問①～⑤に答えなさい。 

 

① 2 企業間で外部性に関して交渉が行われていないとき、企業 A の生産量 及び企業 B の生産

量 を求めなさい。 

 

② 2 企業間で外部性に関して交渉が行われ、生産者余剰（2 企業の利潤の合計）を最大にするこ

ととした。交渉のための取引費用が一切かからないとき、企業 A の生産量 ∗及び企業 Bの生産
量 ∗を求めなさい。 

 

③ 政府が、外部不経済を抑制して②の状況を実現するために、企業 A、企業 B による財の販売

に同率 の従価税を課すとする。政府が設定すべき税率 を求めなさい。ただし、各企業は個別に

利潤最大化を図るものとする。 

 

④ 政府が、外部不経済を抑制して②の状況を実現するために、税を課すのではなく、生産権取

引市場を創設するとする。総生産量 X が政府によって決められ、これに対応する生産権 X が取

引市場で供給される。取引市場に参加する企業は企業 A と企業 B のみであり、どちらの企業も

市場均衡で成立する価格 で生産権を購入し、個別に利潤最大化を図る。なお、取引市場で生産

権を購入しなければ、企業は生産できない。 

  このとき、市場均衡で成立すべき条件を示した上で、政府が選択すべき総生産量 ∗及び生産
権の均衡価格 ∗を求めなさい。 

 

⑤ 総生産量が④で求めた ∗であるとき、企業 A の生産量 を横軸に取り、生産権購入にかかる

費用も含む企業 A の限界費用曲線及び企業 A が購入する生産権量を図示しなさい。さらに、政

府が ∗よりも大きい総生産量 を選択したときの企業 A の限界費用曲線及び企業 A が購入する

生産権量を同じ図の中に示しなさい。ただし、このときの生産権の均衡価格は正であるとする。 



(3) 2 財（私的財と公共財）を消費する個人 を考える。個人 が公共財を 単位、私的財を 単位消

費するとき、その効用 は以下のように示される。 =  

 ただし、0 < < 1である。 
  この公共財は政府が生産・供給しており、その単位費用（公共財1単位当たりの費用）は、公共

財の数量 がどのような規模になっても 1 であると仮定する。したがって、政府が公共財に費やす

金額（総費用）を とすると、 = となる。 

  この公共財の供給に必要な総費用 は、政府が個人に負担金（税）を課すことで調達している。

この公共財の総費用( = )に占める個人 の負担割合を  (0 < < 1)とすると、個人 の負担額
（税額）は と表される。このとき、私的財の価格を１、個人 の所得を とすると、個人 の予

算制約は以下のように導出できる。 + =  

 この表現から分かるように、個人 にとって は、私的財に対する公共財の（相対）価格とみなす

ことができる。 

  このとき、以下の設問①～⑩に答えなさい。 

 

① 個人 が、所与の負担割合 と所得 の下で効用最大化を図るとき、個人 の公共財の需要関数

を 、 及び を用いて示しなさい。 

 

② ①の需要関数を変形して、個人 の公共財に対する支払意思額を示しなさい。なお、ここでは

「支払意思額」を「公共財を追加的に 1 単位消費するために個人 が最大限支払ってもよいと思

う金額」という意味で用いている。また、所得 が増加すると、支払意思額はどのように変化

するか説明しなさい。 

 

  この経済に存在する個人は A、B の二人のみである（ = A, B）と仮定し、リンダール均衡を考
える。この経済のリンダール均衡は、政府が、個人 A と個人 B の公共財の需要量が等しくなるよ

うに、 + = 1という制約の下、個人 A の負担割合 と個人 B の負担割合 を設定することで

達成される。なお、これらの負担割合が設定される過程において、政府は各個人の公共財の需要

を正確に把握できると仮定する。 

 

③ このリンダール均衡における個人 A の負担割合 の値と個人 B の負担割合 の値を求めなさ

い。 

 

④ このリンダール均衡における公共財の数量を求めなさい。 

 



⑤ 公共財の最適供給条件（サミュエルソン条件）を一般的に示した上で、④の公共財の数量が

最適であることを、①の解答を導出する際の一階の条件として負担割合 が何と等しくなるかに

留意しながら説明しなさい。 

 
⑥ 平均税率 を所得 に占める税額の比率 = とする。③と④を利用して、リンダール均

衡における平均税率 と所得 の関係を説明しなさい。 

 

⑦ ⑥の平均税率と所得の関係は、18 世紀のイギリスの経済学者が提唱した租税原則（の一部）

に一致する。この経済学者の名前を答えなさい。 

 

⑧ 標準的な租税論において、応益原則、応能原則とはそれぞれどのような原則であるか説明し

なさい。 

 

⑨ リンダール均衡における税負担は、応益原則と応能原則のどちらの原則に従うものであると

考えられるか、⑤と同様に①の一階の条件に留意しながら説明しなさい。 

 

  ここで、改めて個人 （ = A, B）の公共財の需要が以下の関数によって近似されると仮定する。 ln = − ln + ln  

 ここで、 （> 0）は公共財需要の価格弾力性、 （> 0）は公共財需要の所得弾力性と解釈できる。 
  このとき、リンダール均衡における最適な公共財供給の下で、個人 の平均税率 の相対的な大

きさは以下のように示される。 

=  

 

⑩ この表現から分かるように、二つの弾力性の関係が < となる場合、所得 が相対的に大き

くなるほど、平均税率 も相対的に大きくなる。このことが応益原則と応能原則にどのような含

意を持つか説明しなさい。 

 



経済政策

次の(1)、(2)、(3)の問いに答えなさい。ただし、(1)は答案用紙の表側に、(2)及び(3)は答案用紙

の裏側にそれぞれ解答しなさい。 

 

(1) 最低所得保障（保証）がある個人の労働供給に与える影響について考える。この個人が消費 と

余暇時間 から効用 を得るとき、無差別曲線は以下のように示される。 = . .  
  この個人が全く働かない場合、最大 12 時間の余暇時間を得ることができる。一方、ℎ時間働く
と、余暇時間は = 12 − ℎに減少する。また、この個人が時給 2(千円)で働くとすると、ℎ時間働く
ことで、2ℎ(千円)の労働所得を得ることができ、それを消費 に用いることができる。 

  このとき、以下の設問①～⑦に答えなさい。 

 

① この個人の予算制約（消費=労働所得： = 2ℎ）から、予算線（消費 と余暇時間 の関係）を

導出しなさい。 

 

② この個人にとって最適な労働時間と消費をそれぞれℎ∗と ∗で表す。効用最大化問題から、ℎ∗と∗を求めなさい。解答だけでなく導出の過程も示すこと。 
 

③ ②の最適な労働時間ℎ∗と消費 ∗、予算線と無差別曲線の関係を、縦軸に消費 、横軸に余暇時

間 を取り、図示しなさい。 

 

④ ②の最適な労働時間ℎ∗と消費 ∗の下での効用 ∗を求めなさい。 
 

⑤ ④で求めた効用 ∗を維持しつつ、予算制約を無視して最大の余暇時間（ = 12）を得る状況を
考える。このときの消費 を求めなさい。 

 

⑥ ここで、政府が所得 8(千円)を保障すると仮定する。自ら働いて得た所得2ℎ(千円)が最低保障
所得8(千円)に満たない場合、その差額が給付されるとする。このときの予算線を縦軸に消費 、

横軸に余暇時間 を取り、図示しなさい。 

 

⑦ 政府が所得 8(千円)を保障する場合、この個人にとって最適な労働時間ℎ∗と消費 ∗を求めなさ
い。また、最低所得保障がこの個人の労働供給に与える影響を説明しなさい（図を用いて説明

してもよい。）。 

 





(3) 為替レートに関する以下の設問①～④に答えなさい。なお、為替レートは自国通貨建てレート

で表すものとする。 

 

① 自国の物価水準を 、ある外国の物価水準を 、実質為替レートを で表す。購買力平価の考

え方に基づいて、均衡名目為替レート ∗を求めなさい。 
 

② 日本の名目金利 が 1%、アメリカの名目金利 が 5%、将来の期待名目為替レート [ ]が 1 ド
ル=140 円であるとき、金利平価の考え方に基づいて、現在の名目為替レート を求めなさい。

なお、解答は小数第一位を四捨五入して整数で答えること。 

 

③ 自国の中央銀行がある時点で突然、名目貨幣量 を増加させ、その水準を維持するような金融

政策を行った。物価水準 が徐々にしか変化しない場合、名目為替レート は時間を通じてどの

ように変化するか説明しなさい。必要ならば図を用いてもよい。 
  ただし、自国の名目金利 は貨幣市場の均衡条件である = ( , )によって決定される。ここで、( , )は実質貨幣需要関数、 は実質 GDP を表し、 は一定であるとする。また、自国の政策は

外国の政策当局に影響を与えないことを仮定する。 

 

④ 純輸出額（＝輸出額－輸入額）に関する以下の A と B の２人の主張を踏まえて、あなたの意

見を５行程度で述べなさい。 
  ただし、自国の物価水準 と外国の物価水準 ′は一定であり、実質輸出量と実質輸入量は実質
為替レート のみに依存して決定されるものとする。  
Ａ「名目為替レートが円高になると、外国で販売される自国財の価格が上昇して自国財への需要

が減少する。輸入では逆の現象が起きる。したがって、円高になると純輸出は減少する。」  
Ｂ「名目為替レートが円高になると、外国で販売される自国財の価格が上昇して自国財の売上高

が増加する。輸入では逆の現象が起きる。したがって、円高になると純輸出は増加する。」 

 


